
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

平成 27年 10月 

高知県総務部市町村振興課 

平成 26年度決算に基づく県内市町村の 

健全化判断比率及び資金不足比率の状況 

（確定値） 
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１ 概要 

・県内市町村で健全化判断比率が早期健全化基準以上の団体はありません。 

・県内市町村が経営する公営企業の会計で、その資金不足比率が経営健全化基準以上

の会計は１会計です。 
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 実質公債費比率 

 H26年度 

決算 

H25年度 

決算 
増減 

市町村平均（加重平均） 12.3％ 13.5％ △1.2㌽ 

18％以上団体数 2 2 0 

 うち 25％以上団体数 0 0 0 

 

実質公債費比率改善の要因 

繰り上げ償還の実施や償還額以上に起債を発行しない等の地方債現在高を増加さ

せない取り組みによる元利償還金の減 

 

 

 

２ 実質赤字比率 

・ 県内市町村で実質収支が赤字の団体はありません。 

・ 県内市町村の実質収支は全体で 8,612百万円の黒字です。（H25:7,267百万円） 

 

４ 実質公債費比率  

・ 県内市町村の実質公債費比率の平均（加重平均）は 12.3％で、昨年度より 1.2ポイ

ント改善しています。 

・ 実質公債費比率が 18％以上になると、地方債の発行に許可が必要となりますが、本

年度、新たに許可団体になった市町村はありません。 

許可団体は昨年度と同じく、２団体となっています。また、24年度から導入された

届出制度の対象団体（16％未満）は、30団体です。（H25:29団体） 

 

３ 連結実質赤字比率 

・ 県内市町村で連結実質収支が赤字の団体はありません。 

・ 県内市町村の連結実質収支は全体で 21,596百万円の黒字です。（H25:20,916百万円） 
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将来負担比率改善の要因 

・繰り上げ償還の実施や償還額以上に起債を発行しない等による地方債現在高の減 

（H26:484,491百万円 H25:487,094百万円 △2,603百万円） 

・充当可能基金額の増（H26:150,240百万円 H25:147,160百万円 ＋3,080百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率 

市町村名 特別会計名 H26年度決算 H25年度決算 増減 

高知市 国民宿舎運営事業特別会計 401.5％ 436.8％ △35.3㌽ 

 

経営健全化基準以上の会計 

○国民宿舎運営事業特別会計（高知市） 

  資金不足額が昨年度より減少（H26:1,051百万円 H25:1,177百万円）したことに

より、資金不足比率が 35.3ポイント改善し、401.5％となっています。 

  なお、資金不足比率が経営健全化基準以上となっているのは、平成７年度のリニ

ューアルオープンに伴う施設整備の起債償還（借入額 18.8 億円、償還期間 20 年）

が多額であることが影響しているため、22年度から 10年間にわたり起債元金を一般

会計から繰り入れる（18.8億円）こととしており、平成 31年度決算では経営健全化

基準を下回る見通しです。 

 

５ 将来負担比率 

・ 県内市町村の将来負担比率の平均（加重平均）は 62.2％で、昨年度より 2.2ポイン

ト改善しています。 

・ 早期健全化基準（350％）以上の市町村はありません。 

 

６ 資金不足比率 

・ 県内市町村が経営する公営企業の会計で、資金不足の生じている会計は、国民宿舎

運営事業特別会計（高知市）であり、比率が経営健全化基準（20％）を超えていま

す。 
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【参考】 

健全化判断比率等について（解説） 

 

１ 健全化判断比率 

実質赤字比率 

一般会計等（一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計）を対象とした実質赤字

の標準財政規模※に対する比率 

 

実質赤字比率＝ 

 

 

※標準財政規模・・・地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の 

規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行

可能額を加算したもの。 

 

連結実質赤字比率 

全ての会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率 

 

連結実質赤字比率＝ 

 

 

実質公債費比率 

一般会計等の実質的な公債費の標準財政規模（元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を

除く）に対する比率で、公営企業の公債費への一般会計等からの繰出金や一部事務組合の公債

費への負担金等も算入される。 

 

 

実質公債費比率＝ 

（３か年平均） 

 

 

将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模（元利償還金等に係る基準財

政需要額算入額を除く）に対する比率 

 

 

将来負担比率＝ 

 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需

要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需

要額算入額） 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

標準財政規模 

連結実質赤字額 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋ 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現

在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
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将来負担額：次の①～⑧の合計額 

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5条各号の経費等に係るもの） 

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込

額 

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見

込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担

見込額 

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担して

いる場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会

計等の負担見込額 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

早期健全化基準及び財政再生基準 

平成 20 年度決算から、健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合

には、「財政健全化計画」を定めなければならない。 

また、健全化判断比率（将来負担比率を除く）のうちいずれかが財政再生基準以上の

場合には、「財政再生計画」を定めなければならない。「財政再生計画」に総務大臣の同

意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債を発行できない。 

 早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 財政規模に応じ 11.25%～15% 20% 

②連結実質赤字比率 財政規模に応じ 16.25%～20% 30% 

③実質公債費比率 25% 35% 

④将来負担比率 350% － 

 

２ 資金不足比率 

公営企業会計を対象とした資金不足額の事業規模に対する比率 

 

資金不足比率＝ 

 

 

経営健全化基準 

平成 20 年度決算から、資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は、「経営健全化計画」

を定めなければならない。 

 経営健全化基準 

資金不足比率 20% 

 

事業の規模 

資金の不足額 


